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２０１１年度基本要求回答交渉
松沢さん！的外れな「県庁改革」はいいかげんにやめたら！？
「残ゼロ」、組織再編、人事制度等々、どれも職員を疲弊させ、やる気をなくさせてますよ
　自治労県職労は12月17日、2011年度基本要求回答交渉を行いました。

　自治労県職労の主な主張は次のとおり。

やっぱり「残業『代』ゼロ革命」？
○局によって、「残業ゼロ」を理由に時間外勤務予算の削減や配当の抑制を行っている。本末転倒であり早急に改善すべきだ。
○早朝、休日勤務は入力抑制されているという声をよく聞く。正確に時間外勤務として認定すべきだ。

○実際に時間外に住民や業者と対応している時まで入力制限されている職場もある。新な「不適正」状態が発生している。是正すべきだ。
○業務の抜本的な見直しとともに、残業をせずに済む適正な人員配置を行うこと。

○予算や議会対応など、まだ不合理な残業が多い。予算調整は昨年より時間がかかっていると聞く。
「削減ありき」は容認できない～人員

○「削減ありき」の当局姿勢は容認できない。業務量の削減ができなければ削減すべきでない。
○欠員は正規職員をもって早急に解消すること。

○メンタルヘルス不全による療養休暇、休職については、当事者の着実な復職支援、周囲の職員の負担軽減の観点から、当面、休職明けの一定期間については臨任職員を継続すべきだ。
産業医（精神科）をメンタル対策の司令塔に！

○来年度から配置される精神科医である産業医を責任者として、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。

○リハビリ勤務実施状況の検証を早急に行うこと。

○リハビリ勤務中の公務災害・通勤災害問題の解決のため、損害保険の加入等について検討すること。
人事評価システムの検証、見直しを！

○人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。

○自治労県職労の調査では、一時金や昇給の上位区分該当者は半数以下だ。運用が制度の趣旨から逸脱し、特定の者だけの評価になっている。

○評価は「絶対評価」であるのに、「相対評価」と誤って理解している管理者や意図的に意思統一している部局があると聞いている。徹底すべき。
制度が安定するまで昇格要件から除外せよ

○4月から導入された制度、特にキャリア開発については、新採用職員や20代の職員に対応したものであり、中堅以上の職員は事実上排除されている。55歳以上は「どうでもいいのか」という声も。定年延長も踏まえ見直しすべきだ。
○これまで自総研で行われてきた研修が単位として認められないのはおかしい。内容的に変わらないものを新に受講させるのは時間と経費の無駄である。
○現場で事業を行っている職員が受講できるよう、年間を通じて受講機会を増やすこと。特に、技術校や福祉施設の職員が参加しやすい日程等の設定をすべきだ。

○年度末の仕事が立て込み、年内の追加研修が受けられない者もいる。

○来年度だけでなく、制度が安定するまで、当分の間、研修受講を昇格要件から除外すること。

不合理、職員負担増の組織再編は見直しを
○各局に設置された「企画調整部」等は、煩雑な決裁を招くなど、業務の効率性や職員の労働時間短縮の観点からも支障をきたしており見直すこと。

○副課長ポストは、職員負担、組織運営や人材育成の観点から重要であり、必要な課に配置すること。

○予算、庶務等の内部管理事務は、各部の筆頭課に人員を配置の上で集約すること。

○グループリーダーの負担を軽減するよう具体的な措置を講ずること。

○労働センター、農業技術センター等の組織再編について、早急に検証を行うこと。
○来年度に予定されている、県政Ｃ、産業技術Ｃなど商工部門の再編について、現場は危惧している。職員の意見を踏まえ、組合と十分協議を尽くせ。

○出先の経理部門の統合など、現場は非常に危惧している。再編案策定にあたっては、現場の声を踏まえ、組合との十分な協議と合意を前提とすること。

○不当労働行為とならないよう三セクは民間の労使関係であることを、関係部局等に周知すること。
「適正」経理に向けて、具体案を示せ！

○「不適正」経理処理を理由として行われた、地方公務員法に根拠のない事実上の「処分」を撤回し、当該職員の名誉回復を図ること。

○経理執行の適正化に向けて、職員の声を把握するとともに、組合と協議すること。

○適性かつ合理的な執行を行うため、条例・運用の改善を行い、人員を配置すること。必要な制度改正を国に働きかけること。

○「適正」かつ負担の少ない執行体制の確立に向け、「何」を「何時まで」に改善するのか明らかにせよ。現場の職員はもちろん管理職からも、過重な職員負担に対する危惧の声が上がっている。

○12月1日から監査機能が強化された。それを否定するものではないが、順序が逆ではないか？まず、適正かつ負担のない経理執行方法を確立し、現場負担を解消することが最優先課題ではないのか。

臨任・非常勤制度の抜本的改善を！
○今年3月で職を失った行政補助員は少なくない。事実上、失業者を生み出したことについて、公務としての責任を重く受け止め、不安定雇用や業務遅滞の原因ともなっている、行政補助員制度を抜本的に改善すべきだ。

○行政補助員は、当局の主張とは異なり、補助的業務ではなく、常勤職員同様の業務を担っている者が少なくない。
○労務自身、1月の交渉で「職員採用にあたっては、正規だけでなく、再任用、臨任など多様な雇用形態で行う。県政のスリム化が求められており、将来を見据えて退職＝採用ではなく抑制基調だ。」と、退職した正規職員の代わりに非正規職員を活用する回答したではないか。
○臨任・非常勤制度は、制度が実態と乖離している。制度を改める又は改正を働きかける気はないのか。何時までも脱法行為を続ける気なのか。
○日々雇用職員の通勤にかかる実額を支給すべきだ。

○健康管理センターを知事部局職員と同様に利用できるようにすべきだ。

○再任用職員の任用形態については、再任用希望者の意向を十分尊重すべきだ。
「差別的」な現状を当局は認識すべき

○視覚障害者が利用可能となるよう、人事給与システムを約束どおり改善する目途を示すこと。
○「情報バリアフリーガイドライン」策定後の導入にもかかわらず、意向申告書様式、自己観察記録様式は視覚障害者対応となっていない。障害者のことが念頭にあったとは思えない。
○導入を予定しているグループウエアについては、当初から視覚障害者が使用できるよう万全の対策を行うこと。

○新システム導入時は、障害当事者と協議すべき。
○障害のある職員だけでなく、来庁者にも危険な本庁舎の駐車場の舗装を整備し、本庁舎入口に車椅子用のスロープや手すり等を設置すること。









